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令和 2年度 4月補正予算は、新型コロナウイルス感染症に対する緊急対策と

して、

1  休業等の協力要請に伴う協力金に要する経費
2  感染予防・拡大防止対策の強化に要する経費
3  県民生活・地域経済への影響対策に要する経費

について計上いたしました。

補正予算の総額は、

204億  8, 774万  1千円の増一 般 会 計
で、これを現計予算と合算いたしますと、

293万  3千円7, 502傍i 8,一 般 会 計

となります。

また、これを前年同期の令和元年度 6月 現計予算と比較しますと、

391億 4; 633万  6千円の指一 般 会 計
となり、一般会計の伸率は51 5%の増となります。

(参考)一般会計 令和元年度 6月 現計予算との比較 (単位 :百万円、%)

今回の一般会計補正予算の主な歳入予算は、

1.諸  収  入     106億
2。 国 庫 支 出 金     90億
3.繰  入  金     7億

であります。

6,

7,

5,

521万

225万

027万

1千円の増

8千円の増

2千円の増

,【補正予算に計上した主な事業】

休業等の協力要請に伴う協力金に要する経費、新型コロナウイルス感染症に

かかる地域外来 Ь検査センター (スクリーニングセンター)の設置に要する経

費めほか、軽症者等向け宿泊療養施設の確保に要する経費、緊急資金繰り支援

資金の融資枠の拡大凛び国の制度を活用した実質無利子化に要する経費ヾ観光

関連施設における雇用維持等に要する経費、テレウーク環境設備の導入支援に

要する経費、県産品等の消費拡大対策に要する経費、緊急的な雇用創出に要す

る経費などについて計上しておりますb
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◎総 額
・公債費

。その他

令和元年度

711,137

102,852

608,285

令和 2年度

750,283

101,067

649,216

仲率

5.5

△ 1.7

6.7



(主な計上事業)

1.休業等の協力要請に伴 う協力金に要する経費

担 当 課現計 予算 o正後予年禎| 容内事 業 名 今回補正予算

新型コロナウイルス感染症対策にかかる休業等の協力要請
に伴う事業者への支援を実施

`協力金対象事業者
休業の要請 (遊興施設等)
営業時間の短縮要請 (食事提供施設)   .
。長崎県体業要請協力金 (仮称)
1事業者あたり300千円

2;668,906 産 業 政 策
(新 )

長崎県休業協力支援事
業費

2,663,906 0

2.感染予防・拡大防止対策の強化に要する経費

内 容 担 当 課事 業 名 今回補正予算 現計予算 補正後予算響

2,122,498 新型コロナウイルス感染たの影響下において大学生の授業
受講機会の確保及び感染防止封策を図るため、県立大学に
おけるリアルタイム配信方式の遠隔授業の実施に必要な設
備整備に対する補助を実施

学 事 振 興運営費交付金 20,004 2,102,494

情 報 シ ス

テ ム
5,198 346,439 351,637 新型コロナウイルス感染症拡大防止及び業務効率化の観点

から、インターネットを活用したテレビ会議システムの利
用を促進
・ライセンス数の増 (10ラ イセンス→55ライセンス)

情報ネットワーク推進
費

福 祉 保 健保健所運営費 5,372 106,497 111,869 新型コロナウイルス感染序息者が県内各′也域で発生した場
合における保健師の派遣経費
・本土地区 (県内各地→本上保健所)     1,994
… 離島地区 (県内各地→離島保健所)     2,808
・その他 (資材購入)             570

49,784 新型ヨロナウイルネ感染症患者が増加し、医療機能の維持
が困難な場合に、県からの協力要請に基づき、県看護協会
に登録している看護職を指定医療機関へ派遣する経費を負
担

総務運営費 19,710 30,074

〃1,808 18,209 20,017 災害発生時における新型ヨロナウイルスのまん延防止のた
め、避難所に必要なマスク・消毒液を備蓄
・マスク                   1,089
,消毒液                   719

災害救助備蓄費

医 療 政 策1,800,292 419,061 2,219,353

〃新型コロナウイルス感染症が疑われる方を対象に検査を行
う地域外来・検査ヤンターを設置
。設置箇所 :県内 8医療圏域毎に lヶ所ずつ

33,882

〃95,443 感染の疑いがある患者に対する行政検査を迅速に行うた
めて検査機器等の購入を実施
・ LAMP法検査機器 (14台)      、 18,254
・環境保健研究センター検査試薬等      54,887
・ PCR検査機器等             22,352

新型ヨロナウイルス感染症患者が増加した場合に、医師が
入院療養の必要がないと判断した軽症者や無症状者が療秦
する宿泊施設の確保を実施
・設置箇所 :県内8医療圏域に各 lヶ所

344,034

感染症予防事業費
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担 当 課補正後予算額 容内今回補正予算 現計予算事 業 名

医 療 政 策相談業務の充実及び保健所機能の維持を図るため、各保健

所等に設置している帰国者・接触者相談センターの業務の

外部委託を実施
・帰国者・接触者相談センター業務の外部委託  55,348
・土百祝日における相談体制強化        700

56,043帰国者・接触者相
談センターの業務
委託

〃医療機関において実施されるPcR検査等の保険適用に伴
い、本人負担相当額の公費負担を実施
・本人負担相章額の公費負担        154,710
・審査支払手数料              3,655
・負担割合 :国 1/2、 県1/2

PCR検 査等の保
険適用に伴 う公費
負担

158,365

〃新型ヨロナウイルス感染症患者の入院医療費にういて公費
負担を実施
。入院医療費の公費負担          415,664
・審査支払手数料                76
・負担割合 :国3/4、 県1/4

入院医療費の公費
負担

415,740

〃帰国者・接触者外来や感染症指定医療機関等で必要となる

防護資材や搬送用救急車の購入経費
・マスク、防護服等             244,401
・搬送用救急車 (2台)           10,424

感染症対策に係る
防護資材等の整備

254,825

″重症者に対応する医療機関や中等症患者の受入を行う重点

医療機関において、医師等が不足する場合に、外部から医

師等を派遣するための支援を実施

感染患者発生ピー

ク時の入院患者受
入対策

441,960

感染のピーク時に備え、入院が必要な患者の受入体制を強
化するため、医療機関が行う病床の確保や、患者受入に必
要な施設及び設備整備等に対する支援を実施

1,002,785 0 1,002,785
(新 )

緊急時に対応した地域
医療体制整備事業費

国保 :健康
増 進

在宅で療養している難病患者に姑し感染症予防対策のため

に必要なアルコール消毒液を県で一括購入・配布
・対象 :人工呼吸器使用等の重症難病患者等 約230人

1,010 23,901 24,911

長 寿 社 会7,238 7,758 介護福祉士養成施設に対
マスクを県で一括購入 。

・ 対象校 Q校

して感染予防対策のために必要な
配布         、

ターゲットに応じた介
護人材確保 。育成事業
費

520

〃866,371 介護施設等における感染予防対策のために県から施設等ヘ

日己布するマスク・消毒液の一括購入、簡易陰圧装置や換気
設備の整備に対する支援を実施
・マスク・消毒液
・簡易陰庄装置 4,320千 円×2台
・換気設備 :4千円/Hr× 40HP X 120施設

８

４

０

４

６

２

365,326 501,045

〃231,642 278,586 介護施設等における感染拡大を防止する観点から多床室の

個室化改修に必要な費用を支援
・補助単価 1定員あたり97.8万円 (定額)
・封象施設 12施設

特別養護老人ホーム等
整備費

46,944

障 害 福 祉2,161,232 学校の臨時休業により追加的に生じた放課後等デイサ‐ビ
ス利用者への支援、障害福祉施設利用者及び職員に配布す
るマスク・消毒液の購八
・放課後等デイサービス利用者への支援    20,372
・施設向けマスク・消毒液の購入等      86,920

56,392 2,104,840障害児施設支援費
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担 当 課事 業 名 今回補正予算 現計予算 補正後予算額 内 容

障 害 福 祉11,888 8,990,611 9,002,499 クラスター発生等に伴い個別の通所サービス事業所に体業
の必要が生じた場合において、当該事業所がサービスの縮
小・切替え等を行 う際、掛かり増しとなる経費を支援
・訪問サービスのヘルパー同行        2,172
・連携先事業所からの利用者増への姑応    9,716

自立支援給付費

障害者一般就労
向上支援事業費

工賃 7,600 5,612 13,212 感染症拡大防止の観点から在宅就労を推進するため、就労
系障害福祉サービス事業所におけるテレワークシステムの

導入経費を支援
・事業所への補助 (1,900× 4事業所)     7,600

感染症拡大防止や介護業務の負担軽減を図るため、事業者
のロボット等の導入経費を支援
。障害者支援施設 :3事業所         4,500
「共同生活援助 :2事業所          1,200

〃施設整備助成費 5,700 58,771 64,471

″6,000 226,137 232,137 新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、聴覚障害者に対す
る手話通訳者の同行が困難な状況にあるため、遠隔手話
サービスの導入を推進

地域生活支援事業費

23,230 新型ヨロナウイルス感染症による経済活動や社会生活への
影響が拡大している状況を踏まえ、失業や休業等による自
殺を未然に防止
・民間団体への補助 (250× 4団体)      1,000

〃自殺総合対策強化事業
費

1,000 22,230

〃5,961 2,976 8,937 新型コロナウイルス感染症の影響で心身の変調を生じた住
民に対し十分な精坤保健上の支援 (心のケア)を実施
。会計年度任用職員の雇用 (4人)      3,200
・ガウン(ヤスク、消毒液購入 等      2,761

支援センター (精神)
事業費

ど も 家
庭

14,800 14,800 新型コロナウイルスの感染拡大を防止する観点から、児童
養護施設等の個室化に要する改修費等を補助

児童福祉関係社会福祉
施設整備事業費

〃児童措置費 15,679 3,380,767 3,396,446 児童養護施設等における入所者用布製マスク・消毒液の購
入及び配布、感染が疑われる入所者が発生した場合の施設
内消毒費用補助を実施
・布製寺スク・消毒液の購入及び発送費用   9,229
。児童養護施設等の消毒費用補助       6,450

港    湾
漁 港 漁 場

(新 )

港湾施設及び漁港施設
における感染症拡大防
止対策事業費

30,300 0 30,300 港湾施設及び漁港施設において感染の疑いがある者が発見
された場合等に、適切に一時的な隔離を行い、医療機関へ

受け渡すための環境を整備
・旅客ターミナル内に一時隔離室を整備    9,300
・クルーズ船寄港地等に屋外仮設テントを配備  21,000

育
備
教
整
委
境
教
乗

43,486 179,384 222,870 障害のある児童生徒の感染リスクの低減を図るため、特別
支援学校のスクールバスの臨時増便を実施

特別支援学校運営費

教 委 高 校
教 育

6,384 53,568 59,952 親元を
なつた
離れて通学している離島留学生が濃厚接触者等に
場合における感染拡大防止体制の整備

高校生の離島留学推進
事業費

童
援
児
支
委
徒
教
生

13,415 202,554 215,969 臨時休校の実施など特殊な状況下において児童生徒の心の

ケアを行 う教育相談体制の強化を図るため、スクールカク
ンセラ‐ (SC)の配置を拡充
。SCの配置校を拡大 300校→388校

スクールカウンセラー

活用事業費
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担 当 課今回補正予算 現 計 予算 蘊 子算呵 内 容事 業 名

童
援
児
支
委
徒
教
生

59,168 臨時休校等の実施に伴い家庭で過ごす時間の増加が見込ま

れることから、児童生徒の家庭における問題への支援体制
の強化を図るため、スクールツーシャルワーカー (SS
W)の配置を拡充
・各 SSWの 配置時間を延長 (+3時間/週 )

64,
1531

スクールツーシャル
ワーカ‐活用事業費

5,085

教 委 体 育
保 健酔 拳て稽藝農懲唇

を図るため、県立学校において非接触体

保健衛生用品を購入
4,701 0

(新)

学校保健新型コロナ対
策事業費

3.県民生活 。地域経済への影響対策に要する経費

担 当 課補正後予算額 内 容事 業 名 今回補正予算 現計予算

くづ
進
域
推
地
り

1,09,,984 1,527,109
冒響断邑せ猪攀翼馨涯寿τ畢警念誓窪雇青羅煤絶薮姿傘晏
援を実施
・負担割合 : 国1/2 県1/8 市町1/8 事業者1/4
・事業費上限 :1事業者あたり3,000千 円 (補助率3/4)
1対象経費 :人件費、広告宣伝費等の運転資金
※要件等の詳細は、国において今後決定

国境離島創業・事業拡
大等支援事業費

433,125

″3,298 新型コロナウイルス感染症の収束時に備え、企業ニーズが

拡大するテレワークの受入態勢を整備
。テレワークポータルサイ トの開設等

(矛r)

テレワーク受入態勢緊
急整備事業費

3,298 0

観 光 振 興506,380 事業者の雇用確保及び収束時の反転攻勢を鼻据えた環境整

備のため、宿泊事業者等が実施する受入態勢強化のための

取組 (おもてなし力向上対策、誘客 。経営効率化封策、安
心安全対策など)を支援
。公募提案型委託 (1事業所の上限10,000) 487,180
・周遊データ収集、バリアフリー調査等委託  19,200

506,380 0
(新 )

観光地受入態勢ステッ
プアップ事業費

〃130,408 新型コロナウイルス感染症の影響からの回復を図るため、

宿泊施設が取り組む宿泊者が衛生的で快適に過ごすことが

できる態勢整備を支援
。ア ドバイザー派遣委託           4,408
・除菌、検温等装置導入支援 (補助上限1,000)100,000
・施設改修支援 (補助率3/4補助上限5,090) 20,000

130,408 0宿泊施設安全・安心 。

映適化促進事業費

(新 )

〃新型ヨロナウイルスの影響で延期された修学旅行につい

て、令和 2年度内に本県を行先として催行する場合に、方
面変更に要する経費を助成

51,150 21,639 72,789ながさきリピーター創
出促進事業費

ラ
進
ブ
推
産
ド
物

ン
県産品消費の回復 。拡大及び県内経済の活性化を図るた

め、県産品販売事業者等を応援する各総額 1億円のキャン
ペーンを支援
・県産品のネット販売拡大キヤンペーン   147,543
・飲食店応援キャンペーン          122,000

269,543 0 269,543
(新 )

県産品消費拡大事業費

国    際0 4,985 県内在住外国人への迅速な情報提供を行うとともに、通訳
案内士等に翻訳業務を依頼し、事業継続を支援
・外国人向け新型コロナタイルス関連情報の  3,985
翻訳
・世界遺産関連情報の番E訳           1:000

外国人に対する県内情
報発信強化事業費

(新 )
4,985
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担 当 課容内現計予算 補正後予算密瞬事 業 名 今回補正予算

こ ど も 未
来

新型コロナウイルス感染症の影響により、毎年 7月 開催の

保育士等就職面談会を開催できない可能性があるため、保

育所等紹介のWebサ イ トを開設し、保育人材の県内定着
を促進

45,229 46,329保育士人材確保等事業
費

1,100

産 業 政 策新型コロナウイルス感染症の影響に伴う巣ごもり需要の高

まりを踏まえ、中小・小規模事業者が行うテイクアクト・

デリバリーサ‐ビスヘの経営転換・拡大等への取組を支援
・中小 `小

規模事業者の相談内容に対応した専門家派遣

0 3,074経営相談体制強化支援
事業費

(新)
3,074

企 業 振 興

奮糧象晃潜薄警含華伝譲筵2巫屁と言寄選只孫あ蓬療響豊
援
・転職支援Webサ ィ トによるPR      8,580
・ SNSを 活用したターゲティング広告    11,000
・Webを 活用した企業PR          6,930
・録画型Webセ ミナー           4,400

87,602 118,512企業誘致特別強化姑策

費

30,910

経 営 支 援100,548 人同士の接触を画避した従業員と顧客の双方が安心できる

最綴警官恵手幾見畠逸雲霙暑冴霞とを望鍵
な販売
「
法への

・補助封象経費
部屋食運搬用ワゴン、自動チェックインシステム、
フロント用飛沫防御透明ガラス、

仕出し配達用器財、ネット受注システム構築、
ホテルテレフ▼ク姑応、持ち帰り容器デザイン等

100,548 0非接触サ‐ビス姑応普
及支援事業費

(新 )

〃空き店舗等を活用し、封人接触せず、小銭にも触れない衛

生的で生産性の高い無人キヤッシュレス店舗販売での誘客

を図る商店街組合等の買文糸日を支援
・補助率 :3/4(上限10,000千 円)
・補助封象経費
個人認証、キヤンシユレス決済システム導入経費、

店舗コンセプトに係るコンサル招聘経費等

0 30,00030,000
(新 )
無人キャッシユレス店
舗経営支援事業費

〃13,680,000 中小企業者の資金繰り支援のための貸付原資の一部を金融

機関に預託        '
・制度融資取扱金融機関への県預託額   10,260,000
。融資枠 【制度改正】 :100億 → 400億
・融資限度額 :1億円
。償遠期間 :運転と設備 10年 (据置期間 2年 )
・貸付利率 :1.3%
・保証料率 :0,05～ 0,90%
※セーフティネット適用 :0.00%又は0.05%

10,260,000 3,420,000緊急資金繰 り対策貸付

費

〃435,076 国が創設した「保証料・利子補助に係る統一保証制度」を

利用した利子補給により、民間金融機関融資の実質無利子

化を実施
。県制度融資に紺する利子補給補助金     397,583
※保証料補助は、国が直接実施
・利子補給に要する事務費           7,628
・制度融資等の県支援制度のテレビや新聞   29,865
による周知経費

435,076 0
(新)

緊急資金繰り支援資金
利子補給費

経長曇覇筐詈皆熟手盪αを省律青菖甥彗望うこ冒壱写窪窃
な制度の活用を促進することで事業継続を支援
・中小企業診断士協会及び税理士会への委託  21,526
・支援内容
相談窓口対応、融資申請書類作成等の支援、

出張相談会の開催、各種支援制度の周知等

0 21,52621,526
(新)
事業継続緊急サポー ト

事業費
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補正後予算額 内 容 担 当 課事 業 名 今回補正予算 現 計 予算

経 営 支 援
(新 )

消費回復ネット通販支
援事業費

83,000 0 83,000 販売機会が失われ、在庫を抱えて売上が低迷している小売
事業者等の売上回復を図るため、ネット通販での割引額等
を県が支援し、消費者需要を喚起
。大手インターネットモールと委託契約を締結
。大手インターネットモールヘの出店料補助  14,700
・新規出店者に対するアウハウ指導      6,800
講座料補助
・マッチング会 (20～35者)の開催経費     300
・県特設ページの開設・割引補助       61,200
大手インターネットモール内に県特設
ページを開設し、県負担のクエポンを
発行 (総額詢,oOo千円)

若 者 定 着学生と企業の交流強化
事業費

12,565 51,026 63,591 企業と学生がオンラインで会社説明会や面接等を実施する
仕組みを帯集し、大手就職支援サイトとのタイアップによ
り、県外の本県出身学生に本県の企業情報等を提供
。オンラインコミユニケーションツール整備   8,929
Web会議システムの導入経費 (モバイル
PC等 )
。大手就職支援サイト連携情報発信      3,636

雇 用 労 働
政 策

50,282 0 50,282 県内中小企業め働き方改革促進や事業継続性の確保等を支
援するため、テレワーグ導入環境を整備する経費を助成
・補助対象 :国の「働き方改革推進助成金」の

支給決定を受けた県内中小企業事業主
・補助率 :国 (3/4)、 県 (1/4)

国 (1/2)、 県 (1/2)
。1企業当たりの上限50万円
50万円×100社=5,000万円
。補助対象
テレワーク機器の導入 ,運用にかかる経費
外部専門家のコンサルティング経費等

(新 )
テレワーク導入促進事
業費

509,672 509,672 新型コロナウイルスの影響により、離職を余儀なくされた

失業者等に対する緊急対策として、一時的な雇用機会を確
保・創出   々                 

ノ

・雇用形態 :県による直接雇用、民間事業者等による
雇用創出支援

・雇用期間 :令和 2年度内

人    事388,037 0 388,037 新型甲ロナウイルス対応のため、相談対応。検査補助等の
会計年度任用職員を増員 (事務職80名 。技術職40名 )
・雇用創出人数 120名      .

0 8,000 特別支援学校のスクールバスの臨時増便に伴う介助業務職
員の増員
。雇用創出人数 15名

教 委 教 職
員

8,000

産 業 政 策12,481 0 12,481 新型コロナウイルス感染症対策にかかる休業等の協力要請
に伴い、事業者支援を実施する職員を配置
・雇用創出人数 10名

0 21,918 人材活躍支援センターでの就職相談や就職支援セミナー等
を実施し、求磯者の早期就職を支援するため、就職支援員
を増員
・雇用創出人数 3名

雇 用 労 働
政 策

(新 )

緊急雇用創出事業費

21,918
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担 当 課事 業 名 今回補正予算 現 計 予算 補正後予算籍 内 容

2,118 テレフークに係る企画 。相談 。案内・連絡調整等の態勢を
整備するための人材を新たに配置
。雇用創出人数 1名

くづ
進
域
推
地
り

テレワーク受入態
勢緊急整備事業費

2,118 0

水 産 加 工

流 通
水産物国内流通促
進緊急対策事業費

2,118 0 2,118 ネット通販により水産物を発送する際の送料を無料化する
事業の実施に伴い、補助金の確認業務等に従事する職員を
配置
。雇用創出人数 1名

林    政0 75,000 新型コロナウイルス感染症の影響により木材需要が減少す
る中、林業事業体の雇用を維持するために、森林の境界明
確化に関する業務等に取り組む林業事業体を支援
・雇用創出人数 100名

林業事業体雇用確
保対策事業費

75,000

輸出の停滞等により在庫の滞留等が生じている水産物の消
費拡大を図るため、県内の小中学校等の学校給食に県産水
産物を提供

水 産 加 工

流 通

(新)
水産物学校給食活用推
進事業費

355,680 0 355,680

122,000 在庫過多となつている県産水産物について(ネ ット通販や
量販店による消費拡大策を実施
・インターネット取引にかかる全国送料の無  100,000
償化支援
・販売店における新商品開発等支援      22,000

〃

(新)
水産物国内流通促進緊
急対策事業費

122,000 0

〃

(新)
水産物保管等支援緊急
紺策事業費

33,125 0 33,125 新型コロナフイルス感染症拡大の影響により過剰供給と
なつている魚種の調整保管を行う養殖・加工業者等に対
し、冷凍保管料、入出庫料及び加工料等を支援

農 産 園 芸61,450 0 61,450 新型ヨロナウイルス感染拡大の影響により、県内農畜産物
の需要が減退しており、花きをはじめ県産農畜産物の消費
拡大対策を支援     `
。駅・港・庁舎等へ花の展示等の設置支援   11,900
・県内小中高校等へ花束、花壇苗を贈呈    41,050
・家庭で花を購入できる仕組み構築等への支援  6,000
・ JAが取り組む県産農産物の消費拡大に係る  2,500
広報

農 産 加 工

流 通
357,180 0 357,180 新型コロナウイルス感染拡大の影響により、単価が下落し

ている県産牛肉等について、価格の安定化を図るため、県
内の小中学校等に学校給食の食材として提供
・県産牛肉等の学校給食利用促進      354,180
。小中学生向け長崎和牛パンフレットの作成 。  3,000
配布

(新)
長崎県産牛肉等学校給
食活用推進事業費

畜    産260,398 0 260,398 新型コロナウイルス感染症拡大で肉用牛の枝肉価格が下落
する中、肥育牛経営強化計画を策定した意欲ある生産者の

経営体質強化に向けた取組を支援
。経営の体質強化に取り組む畜産農家への  228,844
支援
・経営の体質強化の取組に必要な飼料等の   31,554
分析体制の強化

肉用牛経営
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令和 2年度補正予算 (第 2号) 一般会計款別内訳

[歳  入]

伸 率

⑥ Ю

3.5

39.5

6.0

-64.5

-0。 8

-6.5

-18.8

-2.1

7.0

-53.4

-34.6

…2.6

0.0

32.8

01

5。 5

0

12.247.172

1.028.200

39,146,336

増減

のT① ⑥

4.177.000

18.720.000

1.458.000

-1こ 123.641

-1.790.000

工27.000

-1.018`218

-239.′ 165

81196.983

-1.826`968

-96.530

-559,497

構 成

16.3

8.8

3.4

0。 1

29.4

0.1

0.6

1.5

16:7

0。 2

0.0

2.8

0,0

6.6

13.5

100,0750,2821983

計 の十⑥=の

122.701.100

66.101.000

25。 787.000

618.000

220.537.000

390.000

4。 393.907

10.938.076

125.509.932

1.592.303

182.171

20.686.761

1

49.606.382

101.239.300

0

0

750.272

0

10.6651211

0

20,487,741

今回寿障正 ⑥

0

0

0

0

0

0

0

0

9.072,258

30.2

0。 1

0.6

51

16.0

0。 2

0.0

2.7

0.0

5。 3

13.9

100.0

構 成

16.8

19

3.5

0。 1

4.3931907

116.437.674

1.592.303

182.171

19.936.489

l

38と 941.171

101.239.300

729,795,192

令 和 2年 度

現計予算 ②

122.701.100

66.101.000

25.787.000

618.000

220.537.000

390.000

1099381076

構 成

16.7

6.7

3.4

0.2

31,3

0.0

0.8

1.6

16.5

0.5

0.0

3.0

0.0

5。 2

1

100.0

47.381.000

24.329.000

1.741.641

222.327.000

417.000

5.412.125

11。 177.241

117.312.949

3.419.271

278.701

21.246.258

1

37.3599210

100.211.100

711,136,597

令和元年度

6月 現計 ①

118.524.100

15県 債

計口

年度

款別

1県   税

2地方消脅粒清算金

3地 方 譲 与 税

4地方特例交付金

5地 方 交 付 税

6交通安全交付金

7分 。負 担 金

8使用料・手数料

9国 庫 支 出 金

10財 産 収 入

11寄  附  金

12繰  入  金

13繰  骸  金

14諸  収  入

0ヽ



[歳  出]

Ｐ
Ｏ

-1.7

86_2

100.0

5.5

11

14.0

29。 4

-1.2

51.3

0,6

-5.5

0.5

27.9

仲 率

⑥/①

i4.2

2.9

17.938.613

200,000

39,146,386

3.388.311

701.812

-684。 122

16,534,573

533.895

-2.322と 389

726.752

1.153.542

-1。 784.945

増減

④―⑪ ⑥

-56,676

1.546.368

19220,602

100,0

11.7

5。 3

20,0

0。 7

13.5

910

0と 0

構 成

0。 2

7.3

14:5

3.7

0.4

7.2

6.5

149.713.882

5。 285.617

101.067.385

67.432.508

400.000

750,282,983

55.085.338

109.144.170

27.607.405

3.090.946

54.397.688

48.770.539

87.458.135

39.550.251

計 のキ⑥=の

1.279.069

20こ 487.741

27.900

0

93、 075

0

0

0

200.000

今回補正 ③

0

446,606

554i467

2.815.420

572.519

1,192,233

14こ 585.521

0.0

100.0

7.3

4.7

12.0

5。 4

20。 5

0.7

13.9

9.2

構成

Or 2

7.5

14.9

3.4

0.3

101,067,385

67,432.508

200,000

729}795,192

24.7911985

2.518.427

53.205,455

34.185.018

87.430.235

39.550.251

149.620.807

5.285,617

令 和 2年 度

現計予算 ②

1.279.069

54.638,732

108.589.703

100.0

7。 7

4.5

12.2

5。 9

21.0

0.6

14.5

7,0

0.0

構 成

0.2

7.5

15。 2

3.4

0.3

200.000

711,136.597

2,389,134

55.031.810

32.235。 966

86.924.240

41,872.640

148.987.130

4.132.075

102.852.330

49.493.895

令和元年度

6月 現計 ①

1.335。 745

531538.970

107,923.568

24.219.094

12公 債 脅

13諸 支 出 金

14予 備 脅

合   計

4環境保健脅

5労 働 費

6農林水産業脅

7商 工 脅

8土 木 費

9警 察 脅

lo貌 育 脅

11災害復旧費

年度

募欠Bl」

1議 会 費

2総 務 脅

3生活福祉費



4.3

18。 1

-2.4

-5。 4

1。 3

25。 6

27,9

25。 9

67.9

-3.6

25.7
-97.3

45.4

1.1

100,0

5.5

伸 率

⑥/①

0。 8

11.1

-0。 3

0
０

　

０

-3.511.537

697.292
-504.971

11.948.085

167.026

200,000

39,146,336

増減

④一① ⑤

1.593,206

2.110.980
i18.302

2.094.549

26,8511033
-3.634.567

-5,447,858

603,609

1.209,682

li 153.542

1,017,124

136,418
「   0

12.7

0.4

0.0

5.1

2.0

0.0

100。 0

構成

25.5

2.8

0,8

6.8

23.3

19。 9
８

　

３

　
８

２

　

６

　

０

1

0.7

0,7

0,0

0,0

0.0

0.0

0,0

13.902

38.280.737

141752.277

400.000

750,282,933

計 ②+③=④

191.094.222

21.090。 994

5、 745.589

51.292.523

174.932.107

148.787.290

95,775,945

47,069,287

5,942.058

5.285.617

4,948,332

387,285

0

0
０

　

０

95。 196.177

3.411.498

0

０

　

０

　

０

0
０

　

０

0

0

0

10.260.000

0

200.000

20,487,741

今回補正 ③

448,622

2.195。 532

0

498,173

6.819.572

70.842

70,842

0

0

0.8

0.7

0。 1

0.0

0.0

0,0

0,0

13.0

0,5

0,0

3.8

2,0

0。 O

100.0

構成

26。 1

2.6

0.8

7.0

23,0

20。 4

13.1

6。 4

0.8

0
０

　

０

95.196.177

3.411.498

13,902

28.020.737

141752.277

200,000

729,795,192

現計予算 ②

190.645.600

18.895.462

5.745,589

501799.350

168.112.535

148,716.448

95,705,103

47,069,287

5.942.058

5,285.617

4,948,332

337,285

0

0.0

0.0

010

13.9

0.4

0。 1

3.7

2_0

0.0

100。 0

構成

26.・ 6

2.7

0.8

6:9

2018

21.5

14.2

6.5

0。 7

0.6

0,6

0.0

0.0

0
０

　

０

98.707.714

2.714.206

518.873

26.332.652

14.585.251

2001000

711,136,597

6月 現計 ①

189。 501.016

18.980.014

5.763.891

491197.974

148.081.074

152.421.857

101,223,803

46,465,678

417321376

4`132.075

3,931,208

200,867

0

8失業対策事業
(1)補  助
(2)単  独
9公  イ責  脅
lo繕  立  金
■ 出  資  金
12貸  付  金
13繰  出  金
14予  備  書

計合

年度

性質別

1人  件  脅
2物  件  書
3維持 補修 脅
4扶  助  費
5補 助 費 等
6普通建設事業

助

独

轄

補

単

直

１
　
２
　
３

7災害復旧事業
助

独

轄

補

単

直

１
　
２
　
３

令和2年度補正予算 (第 2号) 一般会計性質別内訳
千

Ｐ
Ｐ

-1.6

6.3

0。 1

7.932.631。 466

-2.481.025

8.995.895

176,218

59.2

20.5

20_3

45。 O

444。 155.435

154.072.907

152.0541591

337.582,922

10.460.000

941,795

9.956.899

70.842

46.1

59.5

21.1

19,4

434.198.536

154.002.065

141.594.591

336,641112747.4

57.9

22.0

20。 1

156.553.982

143.058.696

387.406.704

411.523.969

消 費 的 経 費
(1+2+3+4+5)

投 資 的 経 費
(6千7+8)

そ の 他 (9+10
+11+12+13+14)

義 務 的 経 費
(1+4+9)

※決算統計における取扱変更に合わせて令和元年度に普通建設事業の補助 , の組替えあり


